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電気用品安全法施行規則 
 

（昭和三十七年八月十四日通商産業省令第八十四号） 

 

電気用品取締法（昭和三十六年法律第二百三十四号）に基づき、および同法を実施す

るため、電気用品取締法施行規則を次のように制定する。 

 

目次 

第一章 総則（第一条） 

第二章 事業の届出等（第二条―第九条） 

第三章 電気用品の適合性検査等（第十条―第十七条） 

第四章 販売の制限（第十八条） 

第五章 検査機関の登録等 

第一節 検査機関の登録（第十九条―第二十三条） 

第二節 国内登録検査機関（第二十四条―第二十八条） 

第三節 外国登録検査機関（第二十九条―第三十三条） 

第六章 雑則（第三十四条―第四十八条） 

附 則 

 

第一章 総則 

 

（用語） 

第一条 この省令で使用する用語は、別表第二で使用する場合を除き、電気用品安全法

（昭和三十六年法律第二百三十四号。以下「法」という。）及び電気用品安全法施行

令（昭和三十七年政令第三百二十四号。以下「令」という。）で使用する用語の例に

よる。 

 

第二章 事業の届出等 

 

（電気用品の区分） 

第二条 法第三条の経済産業省令で定める電気用品の区分は、別表第一のとおりとする。 

 

（事業の届出） 

第三条 法第三条の規定により事業の届出をしようとする者は、様式第一による届出書

を経済産業大臣（令第六条第一項に規定する者にあつてはその者の当該工場又は事業

場の所在地を管轄する経済産業局長、同条第二項に規定する者にあつてはその者の当

該事務所、事業場、店舗又は倉庫の所在地を管轄する経済産業局長。第五条第一項、

第六条、第八条及び第九条において同じ。）に提出しなければならない。 

 

（型式の区分） 
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第四条 法第三条第二号の経済産業省令で定める型式の区分は、別表第二の品名の欄に

掲げるそれぞれの電気用品について、同表の型式の区分の欄において要素による区分

として掲げるとおりとする。この場合において、要素が二以上ある電気用品について

は、それぞれの要素による区分として掲げる区分の一をすべての要素について組み合

わせたものごとに一の型式の区分とする。 

２ 別表第二の型式の区分の欄において一の要素について要素による区分として掲げる

区分が二以上ある電気用品については、前項の規定にかかわらず、それぞれの区分ご

とに同項の規定を適用した場合において同項の規定により型式の区分とされるものを

すべての区分について組み合わせたものごとに一の型式の区分とする。 

 

（承継の届出） 

第五条 法第四条第二項の規定により届出事業者の地位の承継の届出をしようとする者

は、様式第二による届出書を経済産業大臣に提出しなければならない。 

２ 前項の届出書には、次の書面を添付しなければならない。 

一 法第四条第一項の規定により届出に係る事業の全部を譲り受けて届出事業者の地

位を承継した者にあつては、様式第三による書面 

二 法第四条第一項の規定により届出事業者の地位を承継した相続人であつて、二以

上の相続人の全員の同意により選定されたものにあつては、様式第四による書面及

び戸籍謄本 

三 法第四条第一項の規定により届出事業者の地位を承継した相続人であつて、前号

の相続人以外のものにあつては、様式第五による書面及び戸籍謄本 

四 法第四条第一項の規定により合併によつて届出事業者の地位を承継した法人にあ

つては、その法人の登記事項証明書 

五 法第四条第一項の規定により分割によつて届出事業者の地位を承継した法人にあ

つては、様式第五の二による書面及びその法人の登記事項証明書 

 

（変更の届出） 

第六条 法第五条の規定により事業の届出事項の変更の届出をしようとする者は、様式

第六による届出書を経済産業大臣に提出しなければならない。 

 

（軽微な変更） 

第七条 法第五条ただし書の経済産業省令で定める軽微な変更は、届出事業者が法人で

あるときの、法人の代表者の氏名の変更とする。 

 

（廃止の届出） 

第八条 法第六条の規定により事業の廃止の届出をしようとする者は、様式第七による

届出書を経済産業大臣に提出しなければならない。 

 

（情報の提供） 

第九条 法第七条の規定により情報の提供の請求をしようとする者は、次に掲げる事項

を記載した書面を経済産業大臣に提出しなければならない。 
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一 氏名又は名称及び住所 

二 提供の請求をしようとする情報の概要 

 

第三章 電気用品の適合性検査等 

 

（基準適合義務に係る例外の承認の申請） 

第十条 法第八条第一項第一号の承認を受けようとする者は、様式第八による申請書を

経済産業大臣に提出しなければならない。 

２ 経済産業大臣は、前項の承認の申請があつた場合において必要があると認めるとき

は、申請者に対し、当該申請に係る電気用品の見本品又は検査記録の提出を求めるこ

とができる。 

 

（検査の方式等） 

第十一条 法第八条第二項の規定による検査における検査の方式は、別表第三のとおり

とする。 

２ 法第八条第二項の規定により届出事業者が検査記録に記載すべき事項は、次のとお

りとする。 

一 電気用品の品名及び型式の区分並びに構造、材質及び性能の概要 

二 検査を行つた年月日及び場所 

三 検査を実施した者の氏名 

四 検査を行つた電気用品の数量 

五 検査の方法 

六 検査の結果 

３ 法第八条第二項の規定により検査記録を保存しなければならない期間は、検査の日

から三年とする。 

 

（電磁的方法による保存） 

第十二条 法第八条第二項に規定する検査記録は、前条第二項各号に掲げる事項を電磁

的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によつて認識することができない

方法をいう。第二十八条において同じ。）により記録することにより作成し、保存す

ることができる。 

２ 前項の規定による保存をする場合には、同項の検査記録が必要に応じ電子計算機そ

の他の機器を用いて直ちに表示されることができるようにしておかなければならない。 

３ 第一項の規定による保存をする場合には、経済産業大臣が定める基準を確保するよ

う努めなければならない。 

 

（証明書と同等なもの） 

第十三条 法第九条第一項に規定する同条第二項の証明書と同等なものとして経済産業

省令で定めるものは、次の各号に掲げるものとする。 

一 届出事業者が輸入しようとする特定電気用品の型式について、当該特定電気用品

を製造する外国の製造事業者が国内登録検査機関又は外国登録検査機関（以下「検
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査機関」と総称する。）から交付を受けた次条に掲げる方法による検査により法第

八条第一項に規定する技術基準及び第十五条に定める基準に適合している旨の書面

を有しているときは、当該製造事業者が当該書面の交付を受けた日から起算して特

定電気用品ごとに法第九条第一項の政令で定める期間を経過する日までの間は、そ

の書面を交付した検査機関が当該製造事業者の求めに応じ発行する当該書面の写し 

二 届出事業者が輸入しようとする特定電気用品の型式について、当該特定電気用品

を製造する事業者（届出事業者に限る。以下この号において「届出製造事業者」と

いう。）が検査機関から交付を受けた法第九条第二項の証明書を有しているときは、

当該届出製造事業者が当該証明書の交付を受けた日から起算して特定電気用品ごと

に法第九条第一項の政令で定める期間を経過する日までの間は、その証明書を交付

した検査機関が当該届出製造事業者の求めに応じ発行する当該証明書の写し 

三 前二号に掲げるもののほか、経済産業大臣が同等なものと特に認めるもの 

 

（適合性検査の方法） 

第十四条 法第九条第二項の経済産業省令で定める検査の方法は、次の各号に掲げるも

のごとに、それぞれ当該各号に定めるものとする。 

一 法第九条第一項第一号に掲げるもの 法第八条第一項に規定する技術基準への適

合を確認するために適切と認められる方法 

二 法第九条第一項第二号に掲げるもの 試験用の特定電気用品について法第八条第

一項に規定する技術基準への適合を確認するために適切と認められる方法及び当該

試験用の特定電気用品に係る適合性検査に係る届出事業者の工場又は事業場におけ

る検査設備について次条で定める基準への適合を確認するために適切と認められる

方法 

 

（法第九条第二項の経済産業省令で定める基準） 

第十五条 法第九条第二項の経済産業省令で定める基準は、別表第四の検査設備の欄に

掲げる検査設備ごとにそれぞれ同表の技術上の基準の欄に掲げるとおりとする。 

 

（証明書の記載事項） 

第十六条 法第九条第二項の証明書の記載事項は、次の各号に掲げるものとする。 

一 検査機関の名称 

二 申請者の氏名又は名称及び住所 

三 特定電気用品の型式の区分 

四 特定電気用品を製造する工場又は事業場の名称及び所在地（輸入事業者にあつて

は、当該特定電気用品の製造事業者の氏名又は名称及び住所並びに当該電気用品を

製造する工場又は事業場の名称及び所在地） 

五 検査の方法 

六 法第八条第一項に規定する技術基準及び法第九条第二項の経済産業省令で定める

基準（法第九条第一項第二号に係る検査に係るものに限る。）に適合している旨 

七 証明書の交付年月日 
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（表示の方式） 

第十七条 法第十条第一項の経済産業省令で定める方式は、次の各号に掲げる表示すべ

き事項について別表第五に規定する表示の方法によるものとする。 

一 令別表第一の上欄に掲げる特定電気用品にあつては、別表第六に規定する記号、

届出事業者の氏名又は名称及び法第九条第二項に規定する証明書の交付を受けた検

査機関の氏名又は名称 

二 令別表第二に掲げる電気用品にあつては、別表第七に規定する記号及び届出事業

者の氏名又は名称 

２ 前項の規定により表示すべき届出事業者又は検査機関の氏名又は名称については、

その者が経済産業大臣の承認を受け、又は経済産業大臣に届け出た場合に限り、その

承認を受けた略称又は届け出た登録商標（商標法（昭和三十四年法律第百二十七号）

第二条第五項の登録商標をいう。）を用いることができる。 

３ 前項の規定により承認を受け、又は届出をしようとする届出事業者又は検査機関は、

様式第九による申請書又は様式第十による届出書を経済産業大臣に提出しなければな

らない。 

 

第四章 販売の制限 

 

（販売に係る例外の承認の申請） 

第十八条 法第二十七条第二項第一号の承認の申請については、第十条各項の規定を準

用する。 

 

第五章 検査機関の登録等 

第一節 検査機関の登録 

 

（登録の区分） 

第十九条 法第二十九条第一項の経済産業省令で定める特定電気用品の区分は、次のと

おりとする。 

一 電線 

二 ヒューズ 

三 配線器具 

四 電流制限器 

五 小形単相変圧器及び放電灯用安定器 

六 電熱器具 

七 電動力応用機械器具 

八 電子応用機械器具 

九 交流用電気機械器具（第二号から前号までに掲げるものを除く。） 

十 携帯発電機 

 

（登録の申請） 

第二十条 法第二十九条第一項の規定により登録の申請をしようとする者は、様式第十
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一による申請書に次に掲げる書類を添えて、経済産業大臣に提出しなければならない。 

一 登記事項証明書又はこれに準ずるもの 

二 申請者が法第三十条各号の規定に該当しないことを説明した書面 

三 申請者が法第三十一条第一項各号の規定に適合することを説明した書類 

 

第二十一条 削除 

 

第二十二条 削除 

 

（登録の更新の手続） 

第二十三条 法第三十二条第一項の規定により、検査機関が登録の更新を受けようとす

る場合は、第十九条及び第二十条の規定を準用する。 

 

第二節 国内登録検査機関 

 

（事業所の変更の届出） 

第二十四条 国内登録検査機関は、法第三十四条の規定により事業所の所在地の変更の

届出をするときは、様式第十二による届出書を経済産業大臣に提出しなければならな

い。 

 

（業務規定） 

第二十五条 国内登録検査機関は、法第三十五条第一項の規定により業務規定の届出を

するときは、適合性検査の業務を開始しようとする日の二週間前までに、様式第十三

による届出書に業務規定を添えて、経済産業大臣に提出しなければならない。 

２ 前項の規定は、法第三十五条第一項後段の規定による業務規定の変更の届出に準用

する。 

３ 法第三十五条第二項の経済産業省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 適合性検査の業務を行う時間及び休日に関する事項 

二 適合性検査の業務を行う場所に関する事項 

三 検査員の配置に関する事項 

四 適合性検査に係る料金の算定に関する事項 

五 適合性検査に関する証明書の交付に関する事項 

六 検査員の選任及び解任に関する事項 

七 適合性検査の申請書の保存に関する事項 

八 適合性検査の方法に関する事項 

九 他の事業者に適合性検査の一部又は全部を委託する場合は、当該事業者の名称及

び所在地並びに委託する適合性検査の内容 

十 経済産業大臣が告示で定める国際約束等に基づき他の事業者の検査結果を活用す

る場合は、当該国際約束等の名称 

十一 前各号に掲げるもののほか、適合性検査の業務に関し必要な事項 
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（業務の休廃止） 

第二十六条 国内登録検査機関は、法第三十六条の規定により適合性検査の業務の全部

又は一部の休止又は廃止の届出をするときは、様式第十四による届出書を経済産業大

臣に提出しなければならない。 

 

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法等） 

第二十六条の二 法第三十七条第二項第三号の経済産業省令で定める方法は、電磁的記

録に記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。 

２ 法第三十七条第二項第四号の経済産業省令で定める電磁的方法は、次に掲げるもの

のうち、国内登録検査機関が定めるものとする。 

一 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であつて、当該電気通信回線を通じ

て情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情

報が記録されるもの 

二 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくこ

とができる物をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法 

 

（帳簿） 

第二十七条 法第四十二条第一項の経済産業省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 適合性検査を申請した者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代

表者の氏名 

二 適合性検査の申請を受けた年月日 

三 適合性検査の申請に係る品目及び当該品目に係る法第三条第二号の経済産業省令

で定める型式の区分 

四 適合性検査を行つた特定電気用品の品名並びに構造、材質及び性能の概要 

五 適合性検査を行つた年月日 

六 適合性検査を実施した検査員の氏名 

七 適合性検査の概要及び結果 

２ 国内登録検査機関は、前項各号に掲げる事項を帳簿に記載するときは、特定電気用

品ごとに区分して、記載しなければならない。 

３ 法第四十二条第二項の規定により帳簿を保存しなければならない期間は、令別表第

一の上欄に掲げる特定電気用品ごとにそれぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

 

（電磁的方法による保存） 

第二十八条 前条第一項各号に掲げる事項が、電磁的方法により記録され、当該記録が

必要に応じ電子計算機その他の機器を用いて直ちに表示されることができるようにし

て保存されるときは、当該記録の保存をもつて法第四十二条第二項に規定する当該事

項が記録された帳簿の保存に代えることができる。 

２ 前項の規定による保存をする場合には、経済産業大臣が定める基準を確保するよう

努めなければならない。 
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第三節 外国登録検査機関 

 

第二十九条 削除 

 

（国内登録検査機関に係る規定の準用） 

第三十条 第二十四条から第二十八条までの規定は、外国登録検査機関に準用する。こ

の場合において、第二十四条中「法第三十四条」とあるのは「法第四十二条の三第二

項において準用する法第三十四条」と、第二十五条中「法第三十五条」とあるのは

「法第四十二条の三第二項において準用する法第三十五条」と、第二十六条中「法第

三十六条」とあるのは「法第四十二条の三第二項において準用する法第三十六条」と、

第二十七条中「法第四十二条第一項」とあるのは「法第四十二条の三第二項において

準用する法第四十二条第一項」と、第二十八条中「法第四十二条第二項」とあるのは

「法第四十二条の三第二項において準用する法第四十二条第二項」と読み替えるもの

とする。 

 

（旅費の額） 

第三十一条 令第二条の三の旅費の額に相当する額（以下「旅費相当額」という。）は、

国家公務員等の旅費に関する法律（昭和二十五年法律第百十四号。以下「旅費法」と

いう。）の規定の例により計算した旅費の額とする。この場合において、当該検査の

ためその地に出張する職員は、一般職の職員の給与等に関する法律（昭和二十五年法

律第九十五号）第六条第一項第一号イに規定する行政職俸給表（一）による職務の級

が四級である者であるものとしてその旅費の額を計算するものとする。 

 

（在勤官署の所在地） 

第三十二条 旅費相当額を計算する場合において、当該検査のため、その地に出張する

職員の旅費法第二条第一項第六号の在勤官署の所在地は、東京都千代田区霞が関一丁

目三番一号とする。 

 

（旅費の額の計算に係る細目） 

第三十三条 旅費法第六条第一項の支度料は、旅費相当額に算入しない。 

２ 検査を実施する日数は、当該検査に係る事務所又は事業所ごとに三日として旅費相

当額を計算する。 

３ 旅費法第六条第一項の旅行雑費は、一万円として旅費相当額を計算する。 

４ 経済産業大臣が、旅費法第四十六条第一項の規定により、実費を超えることとなる

部分又は必要としない部分の旅費を支給しないときは、当該部分に相当する額は、旅

費相当額に算入しない。 

５ 機構が、旅費法第四十六条第一項の規定の例により、実費を超えることとなる部分

又は必要としない部分の旅費を支給しないときは、当該部分に相当する額は、旅費相

当額に算入しない。 

 

第六章 雑則 
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（立入検査等の身分証明書） 

第三十四条 法第四十六条第三項の証明書は、様式第十五及び様式第十六によるものと

する。 

２ 法第四十六条第七項の証明書は、様式第十六の二及び様式第十六の三によるものと

する。 

 

（意見聴取会） 

第三十五条 法第五十一条第一項の意見の聴取は、行政不服審査法（平成二十六年法律

第六十八号）第十一条第二項に規定する審理員が議長として主宰する意見聴取会によ

つて行う。 

２ 法第五十一条第一項の予告は、意見の聴取の期日の二十一日前までに行うものとす

る。 

３ 前項の予告は、当該審査請求に係る参加人に対してもするものとする。 

 

（利害関係人） 

第三十六条 法第五十一条第三項の利害関係人（参加人を除く。）として意見の聴取に

参加して意見を述べようとする者は、意見の聴取の期日の十四日前までに様式第十八

による書面をもつて、当該事案について利害関係のあることを疎明しなければならな

い。 

２ 議長は、前項の規定により書面を提出した者が当該事案について利害関係のあるこ

とが疎明されたと認めるときは、その者にその旨を意見の聴取の期日の三日前までに

通知しなければならない。 

 

（参考人） 

第三十七条 議長は、必要があると認めるときは、関係行政機関の職員、学識経験のあ

る者その他の参考人に意見聴取会への出席を求めることができる。 

 

（議長の議事整理権） 

第三十八条 議長は、意見聴取会の秩序を維持するため必要があると認めるときは、そ

の秩序を乱し、又は不穏な言動をする者を退去させることができる。 

 

（期日又は場所の変更） 

第三十九条 議長は、意見聴取会の期日又は場所を変更したときは、その期日及び場所

を審査請求人又は参加人、第三十七条の規定により意見聴取会への出席を求められた

者及び第三十六条第二項の規定により当該事案について利害関係のあることが疎明さ

れたと認められた者に通知しなければならない。 

 

（調書） 

第四十条 議長は、意見聴取会が終了したときは、遅滞なく、次の事項を記載した調書

を作成し、経済産業大臣に提出しなければならない。 
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一 件名 

二 公聴会の期日及び場所 

三 議長の職名及び氏名 

四 公聴会に出席して意見を述べた者又はその代理人の氏名又は名称及び住所 

五 公聴会において述べられた意見の要旨 

六 証拠が提示されたときは、その旨 

七 その他公聴会の経過に関する主要な事項 

 

第四十一条 削除 

 

第四十二条 削除 

 

第四十三条 削除 

 

（調書の閲覧） 

第四十四条 審査請求人、参加人又は第三十六条第二項の規定により当該事案について

利害関係のあることが疎明されたと認められた者は、第四十条の調書を閲覧すること

ができる。 

 

（書類の写しの提出等） 

第四十五条 経済産業大臣に対し法第三条、第四条第二項、第五条又は第六条の規定に

よる届出（電気用品の製造の事業を行うものに係るものに限る。）をする者は、その

届出をする書類の写し一通をその届出に係る電気用品を製造する工場又は事業場の所

在地を管轄する経済産業局長に提出しなければならない。 

 

（経済産業大臣に対する都道府県知事又は市長の報告） 

第四十六条 都道府県知事は、法第四十五条第一項の規定により報告の徴収を行つたと

きは、令第五条第二項の規定により、遅滞なく、様式第十九による報告書を、当該報

告の徴収に係る事務所、事業場、店舗又は倉庫の所在地を管轄する経済産業局長を経

由して経済産業大臣に提出しなければならない。 

２ 市長は、法第四十五条第一項の規定により報告の徴収を行つたときは、令第五条第

二項の規定により、遅滞なく、様式第十九による報告書を、当該報告の徴収に係る事

務所、事業場、店舗又は倉庫の所在地を管轄する経済産業局長を経由して経済産業大

臣に提出しなければならない。この場合において、当該市長は、当該報告書を当該市

を包括する都道府県の知事に提出することができる。 

 

第四十七条 都道府県知事は、その職員に、法第四十六条第一項の規定により立入検査

又は質問をさせたときは、令第五条第二項の規定により、その年度中の立入検査又は

質問の結果を取りまとめて翌年度の四月三十日までに、様式第二十による報告書を、

当該立入検査又は質問に係る事務所、事業場、店舗又は倉庫の所在地を管轄する経済

産業局長を経由して経済産業大臣に提出しなければならない。 
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２ 都道府県知事は、その職員に、法第四十六条第一項の規定により立入検査又は質問

をさせた場合であつて、法令に違反する事実があると認めるときは、前項の規定にか

かわらず、直ちに、様式第二十一による報告書を、当該立入検査又は質問に係る事務

所、事業場、店舗又は倉庫の所在地を管轄する経済産業局長を経由して経済産業大臣

に提出しなければならない。 

３ 市長は、その職員に、法第四十六条第一項の規定により立入検査又は質問をさせた

ときは、令第五条第二項の規定により、その年度中の立入検査又は質問の結果を取り

まとめて翌年度の四月三十日までに、様式第二十による報告書を、当該立入検査又は

質問に係る事務所、事業場、店舗又は倉庫の所在地を管轄する経済産業局長を経由し

て経済産業大臣に提出しなければならない。この場合において、当該市長は、当該報

告書を当該市を包括する都道府県の知事に提出することができる。 

４ 市長は、その職員に、法第四十六条第一項の規定により立入検査又は質問をさせた

場合であつて、法令に違反する事実があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、

直ちに、様式第二十一による報告書を、当該立入検査又は質問に係る事務所、事業場、

店舗又は倉庫の所在地を管轄する経済産業局長を経由して経済産業大臣に提出しなけ

ればならない。この場合において、当該市長は、当該報告書を当該市を包括する都道

府県の知事に提出することができる。 

 

第四十八条 都道府県知事は、法第四十六条の二第一項の規定により電気用品を提出す

べきことを命じたときは、令第五条第二項の規定により、遅滞なく、様式第二十二に

よる報告書を、当該命令に係る事務所、事業場、店舗又は倉庫の所在地を管轄する経

済産業局長を経由して経済産業大臣に提出しなければならない。 

２ 市長は、法第四十六条の二第一項の規定により電気用品を提出すべきことを命じた

ときは、令第五条第二項の規定により、遅滞なく、様式第二十二による報告書を、当

該命令に係る事務所、事業場、店舗又は倉庫の所在地を管轄する経済産業局長を経由

して経済産業大臣に提出しなければならない。この場合において、当該市長は、当該

報告書を当該市を包括する都道府県の知事に提出することができる。 

 

附 則 〔抄〕 

 

１ この省令は、法の施行の日（昭和三十七年八月十五日）から施行する。 

８ 電気用品取締法の規定に基づく公聴会の手続に関する省令（昭和三十七年通商産業

省令第十二号）は、廃止する。 

 

附 則 〔昭和三十七年十月一日通商産業省令第百十三号〕 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令による改正後の規定は、この省令の施行前にされた行政庁の処分その他こ

の省令の施行前に生じた事項についても、適用する。ただし、この省令による改正前

の規定によつて生じた効力を妨げない。 

３ この省令の施行前にされた異議の申立その他の不服申立てについては、この省令の
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施行後も、なお従前の例による。 

 

附 則 〔昭和四十年六月十五日通商産業省令第五十一号〕〔抄〕 

 

１ この省令は、法の施行の日（昭和四十年七月一日）から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十一年十一月一日通商産業省令第百二十六号〕〔抄〕 

 

１ この省令は、昭和四十二年二月一日から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十三年十一月十九日通商産業省令第百十三号〕〔抄〕 

 

１ この省令は、電気用品取締法の一部を改正する法律（昭和四十三年法律第五十六

号）の施行の日（昭和四十三年十一月十九日）から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十三年十二月二十四日通商産業省令第百三十四号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十四年一月二十七日通商産業省令第六号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十四年三月八日通商産業省令第十七号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十五年六月三十日通商産業省令第五十一号〕〔抄〕 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。ただし、別表第六２に関する改正規定は、こ

の省令の施行の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十五年六月三十日通商産業省令第五十四号〕〔抄〕 

 

１ この省令は、昭和四十五年七月一日から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十六年十月八日通商産業省令第百七号〕 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。ただし、別表第三および別表第六２に関する

改正規定は、この省令の施行の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に法第十八条または法第二十三条第一項の認可を受けている
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甲種電気用品に係る第十四条の型式の区分については、改正後の別表第四の規定にか

かわらず、当該認可の有効期間内は、なお従前の例による。 

３ この省令の施行の際現に法第十八条または法第二十三条第一項の認可を受けている

甲種電気用品に係る第二十四条第一項の表示の方式については、改正後の別表第七の

規定にかかわらず、当該認可の有効期間内は、なお従前の例による。 

 

附 則 〔昭和四十七年一月二十六日通商産業省令第四号〕 

 

この省令は、昭和四十七年二月一日から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十七年三月七日通商産業省令第十八号〕 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に法第十八条または法第二十三条第一項の認可を受けている

甲種電気用品に係る第十四条の型式の区分については、改正後の別表第四の規定にか

かわらず、当該認可の有効期間内は、なお従前の例による。 

 

附 則 〔昭和四十七年五月二十六日通商産業省令第六十三号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十八年五月一日通商産業省令第三十五号〕 

 

この省令は、昭和四十八年五月一日から施行する。 

 

附 則 〔昭和四十九年十二月十二日通商産業省令第九十二号〕〔抄〕 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。ただし、別表第三並びに別表第六１及び２に

関する改正規定は、この省令の施行の日から起算して三月を経過した日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に法第十八条又は法第二十三条第一項の認可を受けている甲

種電気用品に係る第十四条の型式の区分については、改正後の別表第四の規定にかか

わらず、当該認可の有効期間内は、なお従前の例による。 

 

附 則 〔昭和五十三年二月十七日通商産業省令第三号〕〔抄〕 

 

１ この省令は、昭和五十三年三月一日から施行する。ただし、別表第八に関する改正

規定は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に法第十八条又は法第二十三条第一項の認可を受けている甲

種電気用品に係る第十四条の型式の区分については、改正後の第十四条第二項及び別

表第四の規定にかかわらず、当該認可の有効期間内は、なお従前の例による。 
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附 則 〔昭和五十三年二月二十七日通商産業省令第四号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔昭和五十五年三月二十七日通商産業省令第五号〕〔抄〕 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に電気用品取締法（以下「法」という。）第十八条又は法第

二十三条第一項の認可を受けている甲種電気用品に係る電気用品取締法施行規則（以

下「規則」という。）第十四条の型式の区分については、改正後の規則別表第四の規

定にかかわらず、当該認可の有効期間内は、なお従前の例による。 

 

附 則 〔昭和五十七年六月二十九日通商産業省令第三十号〕 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に電気用品取締法（以下「法」という。）第十八条又は法第

二十三条第一項の認可を受けている甲種電気用品に係る電気用品取締法施行規則（以

下「規則」という。）第十四条の型式の区分については、改正後の規則別表第四の規

定にかかわらず、当該認可の有効期間内は、なお従前の例による。 

３ この省令の施行の際現に法第十八条又は法第二十三条第一項の認可を受けている甲

種電気用品に係る規則第二十四条第一項の表示の方式については、改正後の規則別表

第七の規定にかかわらず、この省令の施行の日から起算して一年間は、なお従前の例

によることができる。 

 

附 則 〔昭和五十八年七月三十日通商産業省令第四十五号〕 

 

この省令は、外国事業者による型式承認等の取得の円滑化のための関係法律の一部を

改正する法律（昭和五十八年法律第五十七号）の施行の日（昭和五十八年八月一日）か

ら施行する。 

 

附 則 〔昭和五十九年二月十五日通商産業省令第六号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔昭和六十年十二月十六日通商産業省令第七十七号〕 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に電気用品取締法（以下「法」という。）第十八条、法第二

十三条第一項若しくは法第二十三条の二第一項の認可又は法第二十五条の三第一項の

承認を受けている甲種電気用品に係る電気用品取締法施行規則（以下「規則」とい

う。）第十四条の型式の区分については、改正後の規則別表第四の規定にかかわらず、
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当該認可又は承認の有効期間内は、なお従前の例による。 

 

附 則 〔昭和六十一年三月二十八日通商産業省令第十号〕 

 

１ この省令は、昭和六十一年三月三十一日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に電気用品取締法（以下「法」という。）第十八条若しくは

第二十三条第一項の認可又は法第二十三条の二第一項の確認を受けている甲種電気用

品に係る電気用品取締法施行規則（以下「規則」という。）第十四条の型式の区分に

ついては、改正後の規則別表第四の規定にかかわらず、当該認可又は承認の有効期間

内は、なお従前の例による。 

３ 電気用品取締法施行令の一部を改正する政令（昭和六十一年政令第四十七号）附則

第五項の規定により法第二十六条の六第一項の表示が付されているものとみなされる

移行乙種電気用品については、法第二十五条第一項の規定に基づく規則第二十四条第

一項の規定及び同項の規定に基づく規則別表第七の規定は、この省令の施行の日から

三年間は、なおその効力を有する。 

 

附 則 〔昭和六十三年一月十三日通商産業省令第二号〕 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に電気用品取締法（以下「法」という。）第十八条若しくは

第二十三条第一項の認可、法第二十三条の二第一項の確認又は法第二十五条の三第一

項の承認を受けている甲種電気用品に係る第十四条の型式の区分については、改正後

の別表第四の規定にかかわらず、当該認可又は承認の有効期間内は、なお従前の例に

よる。 

３ この省令の施行の際現に法第十八条若しくは第二十三条第一項の認可、法第二十三

条の二第一項の確認又は法第二十五条の三第一項の承認を受けている甲種電気用品

（電気用品取締法施行令の一部を改正する政令（昭和六十二年政令第四〇七号）附則

第四項の規定により法第二十六条の六第一項の表示が付されているものとみなされる

乙種電気用品（以下「移行乙種電気用品」という。）を除く。）に係る第二十四条第

一項の表示の方式については、改正後の別表第七の規定にかかわらず、この省令の施

行の日から一年間は、なお従前の例によることができる。 

４ この省令の施行の際現に法第二十六条の二第一項又は法第二十六条の三第一項の届

出をしている乙種電気用品に係る第二十四条の十二第一項の表示の方式については、

改正後の別表第七の二の規定にかかわらず、この省令の施行の日から一年間は、なお

従前の例によることができる。 

５ 改正前の別表第七及び別表第七の二で定める表示の方式に基づいて電気用品（移行

乙種電気用品を除く。）に付されている表示並びに前二項の規定に基づいて電気用品

に付されている表示は、それぞれ、改正後の別表第七及び別表第七の二で定める方式

に基づいて付された表示とみなす。 

６ この省令の施行の際現に第二十四条第二項の承認を受けている移行乙種電気用品に

係る略称又は届出を行つている移行乙種電気用品に係る登録商標については、第二十
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四条の十二第二項の承認を受けた略称又は届出を行つた登録商標とみなす。 

７ この省令の施行の際現に移行乙種電気用品について、別表第七備考３の承認を受け

ている事項は、改正後の別表第七の二備考２の承認を受けたものとみなす。 

 

附 則 〔平成元年七月一日通商産業省令第四十二号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔平成三年三月二十五日通商産業省令第十号〕 

 

この省令は、平成三年四月一日より施行する。 

 

附 則 〔平成三年十月十九日通商産業省令第五十一号〕 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に電気用品取締法（以下「法」という。）第十八条若しくは

第二十三条第一項の認可、法第二十三条の二第一項の確認又は法第二十五条の三第一

項の承認を受けている甲種電気用品に係る第十四条の型式の区分については、改正後

の別表第四の規定にかかわらず、当該認可又は承認の有効期間内は、なお、従前の例

による。 

 

附 則 〔平成五年十月十五日通商産業省令第六十二号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔平成六年三月三十日通商産業省令第二十五号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔平成六年九月三十日通商産業省令第六十六号〕 

 

この省令は、行政手続法の施行の日（平成六年十月一日）から施行する。 

 

附 則 〔平成七年五月十八日通商産業省令第四十七号〕 

 

（施行期日） 

１ この省令は、平成七年七月一日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に電気用品取締法（以下「法」という。）第十八条若しくは

第二十三条第一項の認可、法第二十三条の二第一項の確認又は法第二十五条の三第一

項の承認を受けている甲種電気用品に係るこの省令による改正後の電気用品取締法施
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行規則（以下「新規則」という。）第十四条の型式の区分については、新規則別表第

四の規定にかかわらず、当該認可又は承認の有効期間内は、なお従前の例による。 

３ この省令の施行の際現に法第十八条若しくは第二十三条第一項の認可、法第二十三

条の二第一項の確認又は法第二十五条の三第一項の承認を受けている甲種電気用品

（電気用品取締法施行令の一部を改正する政令（平成七年政令第百七十一号）附則第

二条第三項の規定により法第二十六条の六第一項の表示が付されているものとみなさ

れる乙種電気用品（以下「移行乙種電気用品」という。）を除く。）に係る新規則第

二十四条第一項の表示の方式については、新規則別表第七の規定にかかわらず、この

省令の施行の日から一年間は、なお従前の例によることができる。 

４ この省令の施行の際現に法第二十六条の二第一項又は法第二十六条の三第一項の届

出をしている乙種電気用品に係る新規則第二十四条の十二第一項の表示の方式につい

ては、新規則別表第七の二の規定にかかわらず、この省令の施行の日から一年間又は

当該乙種電気用品の製造事業者若しくは輸入事業者が通商産業大臣の承認を受けた期

間内は、なお従前の例によることができる。 

５ この省令による改正前の電気用品取締法施行規則（以下「旧規則」という。）別表

第七及び別表第七の二で定める表示の方式に基づいて電気用品（移行乙種電気用品を

除く。）に付されている表示並びに前二項の規定に基づいて電気用品に付されている

表示は、この省令の施行の日から五年間は、それぞれ、新規則別表第七及び別表第七

の二で定める方式に基づいて付された表示とみなす。 

６ この省令の施行の際現に旧規則第二十四条第二項の承認を受けている移行乙種電気

用品に係る略称又は届出を行っている移行乙種電気用品に係る登録商標については、

新規則第二十四条の十二第二項の承認を受けた略称又は届出を行った登録商標とみな

す。 

７ この省令の施行の際現に移行乙種電気用品について、旧規則別表第七備考３の承認

を受けている事項は、新規則別表第七の二備考２の承認を受けたものとみなす。 

 

附 則 〔平成九年三月二十七日通商産業省令第三十九号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔平成九年四月九日通商産業省令第六十八号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔平成十年三月三十日通商産業省令第三十四号〕〔抄〕 

 

第一条 この省令は、平成十年四月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成十一年三月三十一日通商産業省令第三十八号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 
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附 則 〔平成十二年三月十六日通商産業省令第三十三号〕 

 

この省令は、平成十二年四月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成十二年三月三十一日通商産業省令第七十七号〕 

 

この省令は、平成十三年四月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成十二年十月三十一日通商産業省令第三百十四号〕 

 

この省令は、平成十三年一月六日から施行する。 

 

附 則 〔平成十三年三月十九日経済産業省令第二十号〕 

 

１ この省令は、平成十三年四月一日から施行する。 

２ 通商産業省関係の基準・認証制度等の整理及び合理化に関する法律（平成十一年法

律第百二十一号。以下「整理合理化法」という。）附則第四十七条の規定に基づき電

気用品安全法第九条第一項の規定による義務を履行したとみなされた者が行う表示で

あつて改正後の電気用品安全法施行規則（以下「新施行規則」という。）第十七条第

一項第一号の規定の適用については、次の各号のいずれかによることができる。 

一 第十七条第一項第一号中「名称及び法第九条第二項に規定する証明書の交付を受

けた検査機関の氏名又は名称」とあるのは、「名称及び整理合理化法第十条の規定

による改正前の電気用品取締法（昭和三十六年法律第二百三十四号）第二十一条第

一項に規定する試験を受けた当該指定試験機関の名称（当該指定試験機関であつた

者が電気用品安全法第九条第一項の規定に基づく認定検査機関として認定を受けて

いる場合にあつて第十七条第二項の規定による承認を受けた略称又は届け出た登録

商標を有するときは、当該略称又は登録商標）」とする。 

二 第十七条第一項第一号中「名称及び法第九条第二項に規定する証明書の交付を受

けた検査機関の氏名又は名称」とあるのは、「名称」とする。 

３ 整理合理化法附則第四十六条各項の規定に基づき電気用品安全法第三条の規定によ

る届出をしたとみなされた者が行う表示であつて新施行規則別表第五に規定する表示

の方法の適用については、この省令の施行の日から特定電気用品にあつては整理合理

化法附則第四十七条の規定に基づき電気用品安全法第九条第一項に規定する義務を履

行したとみなされている期間経過後一年を経過する日まで、特定電気用品以外の電気

用品にあつては五年を経過する日までは、配線器具の項ただし書中「専ら家屋等に敷

設して使用されるもの（プレハブ住宅等の構成材パネル等に組み込まれた形で使用さ

れるものを除く。）にあつては第十七条各号に規定する記号（特定電気用品にあつて

は、当該記号及び検査機関名）又は届出事業者名のいずれか一方の表示を包装容器の

表面に容易に消えない方法で行う表示をもつて代えることができ、専らプレハブ住宅

等の構成材パネル等に組み込まれた形で使用されるものにあつては当該構成材パネル
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等に容易に消えない方法で表示する場合は、これを省略することができる。」とある

のは、「その他のもの（専らプレハブ住宅等の構成材パネル等に組み込まれた形で使

用されるものを除く。）にあつては第十七条各号に規定する記号（特定電気用品にあ

つては、当該記号及び検査機関名）又は届出事業者名のいずれか一方の表示を包装容

器の表面に容易に消えない方法で行う表示をもつて代えることができ、専らプレハブ

住宅等の構成材パネル等に組み込まれた形で使用されるものにあつては当該構成材パ

ネル等に容易に消えない方法で表示する場合は、これを省略することができる。」と

する。 

４ この省令の施行前に旧省令の規定によつてした処分、手続その他の行為は、この省

令の規定による改正後の相当の規定によつてしたものとみなす。 

 

附 則 〔平成十三年三月二十九日経済産業省令第九十九号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

１ この省令は、商法等の一部を改正する法律及び商法等の一部を改正する法律の施行

に伴う関係法律の整備に関する法律の施行の日（平成十三年四月一日）から施行する。 

 

附 則 〔平成十三年三月三十日経済産業省令第百十八号〕 

 

この省令は、平成十三年四月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成十三年十二月二十六日経済産業省令第二百四十三号〕 

 

この省令は、平成十三年十二月二十八日から施行する。ただし、第四十九条の次に一

条を加える改正規定（第四十九条の二第四項第二号に係る部分に限る。）は、平成十四

年三月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成十四年三月十四日経済産業省令第三十一号〕〔抄〕 

 

１ この省令は、平成十四年四月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成十五年三月三十一日経済産業省令第四十三号〕〔抄〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔平成十五年九月三十日経済産業省令第百三十一号〕 

 

この省令は、平成十六年三月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成十五年十一月二十八日経済産業省令第百四十六号〕 
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この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔平成十六年二月二十七日経済産業省令第二十五号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成十六年三月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成十六年三月十九日経済産業省令第三十三号〕 

 

１ この省令は、平成十六年五月一日から施行する。 

２ この省令の施行前に改正前の電気用品安全法施行規則の規定によってした処分、手

続その他の行為は、この省令の規定による改正後の電気用品安全法施行規則の相当の

規定によってしたものとみなす。 

 

附 則 〔平成十六年八月五日経済産業省令第八十一号〕 

 

１ この省令は、平成十六年十二月一日から施行する。 

２ この省令の施行前に改正前の電気用品安全法施行規則の規定によってした処分、手

続その他の行為は、この省令の規定による改正後の電気用品安全法施行規則の相当の

規定によってしたものとみなす。 

 

附 則 〔平成十六年十月二十七日経済産業省令第百三号〕 

 

この省令は、公布の日から施行する。 

 

附 則 〔平成十七年三月四日経済産業省令第十四号〕 

 

この省令は、不動産登記法の施行の日（平成十七年三月七日）から施行する。 

 

附 則 〔平成十八年三月二十四日経済産業省令第十三号〕 

 

この省令は、平成十八年四月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成十九年三月二十六日経済産業省令第十四号〕〔抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、改正法の施行の日（平成十九年四月一日）から施行する。 

 

附 則 〔平成十九年四月十六日経済産業省令第三十八号〕 

 

（施行期日） 
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１ この省令は、公布の日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この省令の規定による改正前の電気用品安全法施行規則の規定によつてした処分、

手続きその他の行為は、この省令の規定による改正後の電気用品安全法施行規則の相

当の規定によつてしたものとみなす。 

 

附 則 〔平成二十年五月十四日経済産業省令第三十五号〕 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、電気用品安全法の一部を改正する法律（平成十九年法律第百十六

号）の施行の日（平成二十年十一月二十日）から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 電気用品安全法施行規則第十七条の規定は、この省令の施行前に電気用品安全

法施行令の一部を改正する政令（平成二十年政令第百六十九号）による改正後の電気

用品安全法施行令（昭和三十七年政令第三百二十四号）別表第二第十二号に掲げる電

気用品の製造又は輸入の事業を行っている者について準用する。この場合において、

電気用品安全法施行規則第十七条の規定中「届出事業者」とあるのは、「届出をする

こととなる事業者」と読み替えるものとする。 

 

附 則 〔平成二十四年一月十三日経済産業省令第四号〕 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、電気用品安全法施行令の一部を改正する政令（平成二十三年政令

第二百十三号）の施行の日（平成二十四年七月一日）から施行する。ただし、別表第

二配線器具に関する改正規定は、平成二十四年一月十三日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 電気用品安全法施行規則第十七条の規定は、この省令の施行前に電気用品安全

法施行令の一部を改正する政令（平成二十三年政令第二百十三号）による改正後の電

気用品安全法施行令（昭和三十七年政令第三百二十四号）別表第二第八号（五四）、

第九号（一〇）及び（一二）並びに第十二号に掲げる電気用品（以下「追加電気用

品」という。）の製造又は輸入の事業を行つている者について準用する。この場合に

おいて、電気用品安全法施行規則第十七条の規定中「届出事業者」とあるのは、「届

出をすることとなる事業者」と読み替えるものとする。 

２ 電気用品安全法第二十七条第一項及び第二十八条第一項の規定は、この省令の施行

前に製造され、又は輸入された追加電気用品については、適用しない。 

３ 電気用品安全法第二十七条第一項及び第二十八条第一項の規定は、平成二十五年一

月十三日前に製造、又は輸入されたこの省令の規定による改正後の電気用品安全法施

行規則別表第二の配線器具の表延長コードセットの項に掲げる電気用品については、
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適用しない。 

４ この省令の規定による改正前の電気用品安全法施行規則の規定によつてした処分、

手続きその他の行為は、この省令の規定による改正後の電気用品安全法施行規則の相

当の規定によつてしたものとみなす。 

 

附 則 〔平成二十四年三月三十日経済産業省令第二十四号〕 

 

この省令は、平成二十四年四月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成二十五年七月一日経済産業省令第三十三号〕 

 

この省令は、平成二十六年一月一日から施行する。 

 

附 則 〔平成二十八年三月二十九日経済産業省令第四十三号〕 

 

この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。 

 

様式第１（第３条関係） 

 

様式第２（第５条関係） 

 

様式第３（第５条関係） 

 

様式第４（第５条関係） 

 

様式第５（第５条関係） 

 

様式第５の２（第５条関係） 

 

様式第６（第６条関係） 

 

様式第７（第８条関係） 

 

様式第８（第１０条、第１８条関係） 

 

様式第９（第１７条関係） 

 

様式第１０（第１７条関係） 

 

様式第１１（第２０条、第２３条関係） 
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様式第１２（第２４条、第３０条関係） 

 

様式第１３（第２５条、第３０条関係） 

 

様式第１４（第２６条、第３０条関係） 

 

様式第１５（第３４条関係） 

 

様式第１６（第３４条関係） 

 

様式第１６の２（第３４条関係） 

 

様式第１６の３（第３４条関係） 

 

様式第１７ 削除 

 

様式第１８（第３６条関係） 

 

様式第１９（第４６条関係） 

 

様式第２０（第４７条関係） 

 

様式第２１（第４７条関係） 

 

様式第２２（第４８条関係） 

 

別表第一 電気用品の区分（第２条関係） 

（略） 

 

別表第二 型式の区分（第４条関係） 

（略） 

 

別表第二の一 接続器の寸法 

ａ 差込みプラグ、コンセント、マルチタップ、コードコネクターボディ、アダプ

ターその他の差込み接続器（アイロンプラグ及び器具用差込みプラグを除く。）であ

って、次の表１、表２及び表３の左欄に掲げるものの寸法は、それぞれ表１、表２及

び表３の右欄に掲げる図によること。 

表１［略］ 

表２［略］ 

（備考）１ 定格電圧が１２５Ｖ以下の２極のものであって、刃受け穴に扉を有し、

その扉が刃を抜いたときに自動的に閉じる構造のものにあっては、刃受け穴の幅の寸
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法は、図１によることを要しない。 

２ コードコネクターボディ及び機械器具に組み込まれるコンセントにあっては、

極性を有することを要しない。 

表３［略］ 

（備考） 極性を有しない２極のマルチタップにあっては、刃受け穴の縦の長さは、

図１によることを要しない。この場合において、刃受け穴の縦の長さは、３００ｍｍ

以下とする。 

図１［略］ 

（備考）１ 極性の区別を有しないものにあっては、刃幅は６．３ｍｍ±０．３ｍ

ｍ、刃受け穴は７ｍｍ±０．３ｍｍとする。 

２ 刃受けにボッチを有さないものにあっては、１１．７±１の数値は、適用しな

い。 

３ Ｎの記号は、接地側の電線の接地される極を表す。 

図２［略］ 

（備考）１ 刃受けにボッチを有さないものにあっては、１１．７±１及び１３．

５±１の数値は、適用しない。 

２ Ｎの記号は、接地側の電線の接地される極を表す。 

図３［略］ 

図４［略］ 

（備考）１ 接地極にあっては、１１．７±１の数値及び５以上とある規定は、適

用しない。 

２ ［図略］の記号は、接地極を表す。 

図５［略］ 

（備考）１ 極性の区別を有しないものにあっては、刃受け穴は７ｍｍ±０．３ｍ

ｍとする。 

２ 刃受けにボッチを有しないものにあっては、１１．７±１の数値は、適用しな

い。 

３ 接地極の刃は、直径４．６５ｍｍ±０．２５ｍｍの丸棒にすることを妨げない。 

４ Ｎの記号は、接地側の電線の接続される極を表し、［図略］の記号は、接地極

を表す。 

５ 接地極にあっては、１１．７±１の数値及び５以上とある規定は、適用しない。 

図６［略］ 

（備考） 刃受けにボッチを有しないものにあっては、１１．７±１の数値は、適

用しない。 

図７［略］ 

（備考）１ 刃受けにボッチを有しないものにあっては、１１．７±１の数値は、

適用しない。 

２ 接地極の刃は、直径４．６５ｍｍ±０．２５ｍｍの丸棒にすることを妨げない。 

３ ［図略］の記号は、接地極を表す。 

４ 接地極にあっては、１１．７±１の数値及び５以上とある規定は、適用しない。 

図８［略］ 
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（備考） Ｎの記号は、接地側の電線の接続される極を表す。 

図９［略］ 

（備考）１ Ｎの記号は、接地側の電線の接続される極を表し、［図略］の記号は、

接地極を表す。 

２ 接地極にあっては、６．５以上とある規定は、適用しない。 

図１０［略］ 

（備考）１ 刃受けにボッチを有しないものにあっては、１１．７±１の数値は、

適用しない。 

２ 接地極の刃の穴の寸法は、刃の幅方向については適用しない。 

３ Ｎの記号は、接地側の電線の接続される極を表す。 

図１１［略］ 

（備考）１ 刃受けにボッチを有しないものにあっては、１１．７±１の数値は、

適用しない。 

２ 接地極にあっては、１１．７±１の数値及び５以上とある規定は、適用しない。 

３ 接地極の刃は、直径４．６５ｍｍ±０．２５ｍｍの丸棒にすることを妨げない。 

４ Ｎの記号は、接地側の電線の接続される極を表し、［図略］の記号は、接地極

を表す。 

図１２［略］ 

（備考）１ 刃受けにボッチを有しないものにあっては、１１．７±１の数値は、

適用しない。 

２ Ｎの記号は、接地側の電線の接続される極を表す。 

図１３［略］ 

（備考）１ 刃受けにボッチを有しないものにあっては、１１．７±１の数値は、

適用しない。 

２ 接地極にあっては、１１．７±１の数値及び５以上とある規定は、適用しない。 

３ Ｎの記号は、接地側の電線の接続される極を表し、［図略］の記号は、接地極

を表す。 

図１４［略］ 

（備考）１ 刃受けにボッチを有しないものにあっては、１１．７±１の数値は、

適用しない。 

２ ［図略］形の刃のボッチ穴の寸法は、刃の幅方向については適用しない。 

図１５［略］ 

（備考）１ 刃受けにボッチを有しないものにあっては、１１．７±１の数値は、

適用しない。 

２ ［図略］形の刃のボッチ穴の寸法は、刃の幅方向については適用しない。 

３ 接地極の刃は、直径４．６５ｍｍ±０．２５ｍｍの丸棒にすることを妨げない。 

４ ［図略］の記号は、接地極を表す。 

５ 接地極にあっては、１１．７±１の数値及び５以上とある規定は、適用しない。 

ｂ ａに掲げるもの以外のものの寸法は、次に適合すること。 

（ａ） ａに掲げるものに接続して使用することができない寸法であること。 

（ｂ） 刃受け金具の沈む深さは、外かくの受け口面から５ｍｍ以上であること。
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ただし、アイロンプラグ、器具用差込みプラグ並びに定格電流が１０Ａ以下のコンセ

ント及びコードコネクターボディであって、刃受け穴の直径または短辺が３ｍｍ以下

のものにあっては１．２ｍｍ以上、刃受け穴の直径または短辺が３ｍｍを超え５ｍｍ

以下のものにあっては１．５ｍｍ以上、刃受け穴の直径または短辺が５ｍｍを超える

ものにあっては３ｍｍ以上の深さとすることができる。 

 

別表第三 検査の方式（第１１条関係） 

（略） 

 

別表第四 検査設備（第１５条関係） 

（略） 

 

別表第五 電気用品の表示の方法（第１７条関係） 

（略） 

 

別表第六 特定電気用品に表示する記号（第１７条関係） 

（図略） 

電線、ヒューズ、配線器具等の部品材料であつて構造上表示スペースを確保するこ

とが困難なものにあつては、本記号に代えて ＜ＰＳ＞Ｅ とすることができる。 

 

別表第七 特定電気用品以外の電気用品に表示する記号（第１７条関係） 

（図略） 

電線、電線管類及びその附属品、ヒューズ、配線器具等の部品材料であつて構造上

表示スペースを確保することが困難なものにあつては、本記号に代えて、 （ＰＳ）

Ｅ とすることができる。 


